
平成 20 年 1 月 7 日 

各 位 

   西 日 本 シ テ ィ 銀 行 

   中小企業基盤整備機構 九州支部 

 
 
 
 
 
西日本シティ銀行（頭取 久保田勇夫）と独立行政法人中小企業基盤整備機構九州支部（支部長 筒

井司）は、中小企業・ベンチャー企業支援セミナー第８弾として、長崎銀行及び豊和銀行との連

携のもと長崎と大分で「事業承継啓発セミナー」を開催いたしますのでお知らせします。 

 

昨今、中小企業経営者の高齢化が進展する中、事業承継の重要性がますます高まっています。今

回のセミナーでは、事業承継協議会(※平成 17 年 10 月に中小企業庁と関係士業団体、中小企業関係団体に

より設立)において取り纏められた「事業承継ガイドライン～中小企業の円滑な事業承継のための

手引き～」の解説や、平成 20年度税制改正における事業承継税制の方向性とその影響等について

説明いたします。 

記 

 ＜長崎会場＞ 
日 時  平成 20年 1月 25 日（金） 13:00～16:30 

場 所  長崎銀行 本店別館 2F 大会議室 (長崎市栄町 1番 15 号) 

主 催  独立行政法人中小企業基盤整備機構九州支部、西日本シティ銀行、長崎銀行 

申込先   長崎銀行 法人部 戸次
べ っ き

・中尾  TEL 095-822-4582 FAX 095-822-4591   

＜大分会場＞ 

日 時  平成 20年 2月 8 日 (金)  13:00～16:30 

場 所  豊和銀行 本店 7F会議室 (大分市王子中町 4番 10 号) 

主 催   独立行政法人中小企業基盤整備機構九州支部、西日本シティ銀行、豊和銀行   

申込先   豊和銀行 営業統括部 三重野
み え の

 TEL 097-534-2616  FAX 097-534-3688  

※参加費 両会場ともに無料。 

※定 員 各 50 名  先着順・事前申込が必要です。 

以  上 

 

 

 

 

～西日本シティ銀行・中小機構共催 中小企業・ベンチャー企業支援セミナー第８弾～ 

「事業承継啓発セミナー」の開催について 

本件に関するお問い合わせ先 

西日本シティ銀行 法人ソリューション部 吉川
きっかわ

･加來
か く

 TEL092-461-2021 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部  堀   TEL092-771-6200 



 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 

お問い合せ先 ： 長崎銀行 法人部 戸
べっ

次
き

・中尾 

TEL  ０９５－８２２－４５８２  

FAX ０９５－８２２－４５９１ 

西日本シティ銀行 法人ソリューション部 吉川
きっかわ

・加來
か く

 

                     TEL  ０９２－４６１－２０２１  

 

中小企業経営者の高齢化が進展する中、事業承継の重要性がますます高まっています。 

本セミナーでは、事業承継協議会において取りまとめた「事業承継ガイドライン～中小企業の円滑な事業

承継のための手引き～」の内容等から、事業承継を行う上で認識すべきリスクや必要な事前取り組みに

ついてご紹介いたします。事業承継は、いつかは必ず訪れる問題ですので早めに対策を講じておく必要

があります。多くの方のご参加をお持ちしております。 

 

【日 時】 平成 20 年 1月 25 日（金）13:00～16:30 
 
【プログラム】 

   13:10～14:30  『中小企業の事業承継円滑化支援について』 
              ・「事業承継ガイドライン」の解説と事業承継対策の進め方 

講師 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部 
事業承継コーディネーター 薗田 恭久氏 

 
    14:40～16:00  『事業承継対策のポイント』 
              ・自社株評価、相続税対策、Ｍ＆Ａ、ファンド活用 等 

講師 田坂正則税理士事務所 
税理士 田坂 正則氏 
 

   16:00～16:30  『投資育成会社を活用した自社株対策』 
講師 大阪中小企業投資育成株式会社 九州支社 

副部長 菅 靖二氏 
  
   16:30～17:30  『個別相談会』(事前申込が必要です) 

相談対応者 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部 
事業承継コーディネーター 薗田 恭久氏 他 

 
【会 場】 長崎銀行 本店別館 2F大会議室《長崎市栄町 1番１5号》   
【参加費】  無料 
【定  員】  ５０名 
【申込み】  別紙申込書に必要事項をご記載のうえ、ＦＡＸにてお申込み  

ください。 
【主 催】  独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部 

株式会社長崎銀行、株式会社西日本シティ銀行 

無 料 



 
事業承継啓発セミナー【参加申込書】 

 
平成 20 年 1 月 25 日(金) 会場：長崎銀行 

 
 

ＦＡＸ送信先 ０９５－８２２－４５９１ 
 
長崎銀行 法人部 行 
 
［お申込締切］平成２０年１月 18 日（金）まで（ただし定員になり次第締め切ります） 

企  業  名 

お  名  前 
 

所  在  地 

〒 

 

連  絡  先 TEL：（   ）   － FAX：（   ）   －     

個別相談希望 

有  

・ 

無 

(有の場合、相談内容を簡記ください) 

 

 

参 加 者 名 役職 E-Mail 

1   ＠ 

２   ＠ 

３   ＠ 

 

※ 個人情報保護法に定義する個人情報に該当する情報は、主催者で実施する事業で利用します。従って、当該個人情報の第三者（業務 

委託先を除く）への提供または開示をいたしません。ただし、お客様の同意がある場合及び法令等に基づき、要請された場合には、 

当該個人情報を提供できるものとします。また、企業情報並びにアドバイスにより知りえた機密事項についても同様に取扱いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

お問い合せ先 ： 豊和銀行 営業統括部 三重野
み え の

 

TEL  ０９７－５３４－２６１６  

FAX ０９７－５３４－３６８８ 

西日本シティ銀行 法人ソリューション部 吉川
きっかわ

・加來
か く

 

                     TEL  ０９２－４６１－２０２１  

 

中小企業経営者の高齢化が進展する中、事業承継の重要性がますます高まっています。 

本セミナーでは、事業承継協議会において取りまとめた「事業承継ガイドライン～中小企業の円滑な事業

承継のための手引き～」の内容等から、事業承継を行う上で認識すべきリスクや必要な事前取り組みに

ついてご紹介いたします。事業承継は、いつかは必ず訪れる問題ですので早めに対策を講じておく必要

があります。多くの方のご参加をお持ちしております。 

 

【日 時】平成 20 年 2月 8日（金）13:00～16:30 
 
【プログラム】 
   13:10～14:30  『中小企業の事業承継円滑化支援について』 
              ・「事業承継ガイドライン」の解説と事業承継対策の進め方 

講師 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部 
事業承継コーディネーター 薗田 恭久氏 

 
    14:40～16:00  『事業承継対策のポイント』 
              ・自社株評価、相続税対策、Ｍ＆Ａ、ファンド活用 等 

講師 田坂正則税理士事務所 
税理士 田坂 正則氏 
 

   16:00～16:30  『投資育成会社を活用した自社株対策』 
講師 大阪中小企業投資育成株式会社 九州支社 

副部長 菅 靖二氏 
  
   16:30～17:30  『個別相談会』(事前申込が必要です) 

相談対応者 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部 
事業承継コーディネーター 薗田 恭久氏 他 

 
【会 場】 豊和銀行 本店 7F 会議室《大分市王子中町４番１０号》 
【参加費】  無料 
【定  員】  ５０名 
【申込み】  別紙申込書に必要事項をご記載のうえ、ＦＡＸにてお申込み  

ください。 
【主 催】  独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部 

株式会社豊和銀行、株式会社西日本シティ銀行 

無 料 



事業承継啓発セミナー【参加申込書】 
 

平成 20 年 2 月 8 日(金) 会場：豊和銀行 

 
ＦＡＸ送信先 ０９７－５３４－３６８８ 

豊和銀行 営業統括部 行 

［お申込締切］平成２０年 2 月 1 日（金）まで（ただし定員になり次第締め切ります） 

企  業  名 

お  名  前 
 

所  在  地 

〒 

 

連  絡  先 TEL：（   ）   － FAX：（   ）   －     

個別相談希望 

有  

・ 

無 

(有の場合、相談内容を簡記ください) 

 

 

参 加 者 名 役職 E-Mail 

1   ＠ 

２   ＠ 

３   ＠ 

 
※ 個人情報保護法に定義する個人情報に該当する情報は、主催者で実施する事業で利用します。従って、当該個人情報の第三者（業務 

委託先を除く）への提供または開示をいたしません。ただし、お客様の同意がある場合及び法令等に基づき、要請された場合には、 

当該個人情報を提供できるものとします。また、企業情報並びにアドバイスにより知りえた機密事項についても同様に取扱いします。 

 

 
 

 


